
 
                                          

平成１５年住宅需要実態調査（茨城県版）の結果について 

 

  県民の住宅需要の実態などを把握するため、県内約５，２００世帯を対象に、平成１５年１２月に

実施した「平成１５年住宅需要実態調査」の結果をとりまとめた。  

 （なお，全国の調査結果については、国土交通省住宅局において昨年９月に公表済みである。）  

 

１．調査の目的 

住宅需要実態調査は、国民が住宅及び住環境についてどの程度満足しているか、最近どのよ

うな改善を行ったか、今後どのような計画を有しているのかなど、住宅需要の実態を把握し住宅

政策の基礎的資料を得ることを目的として、５年ごとに実施されるものである。 

 

２．本県における調査 

   国調査の本県分標本数２，３２０本に、県域の動向を把握するため、県単独で２，８８４本を追

加し、５，２０４本で実施した。（回収率：９２．４％） 

 

３．調査結果の概要 

（１）現在の住まいに対する感じ方 

  ○住宅、住環境とも不満率は着実に低下している。要素別の不満率では、住宅は、「住宅の

防犯性」、住環境は、「子供の遊び場・公園」、「買い物や通勤、通学の利便」及び「治安・犯

罪の防止」などが全国を上回っている。 
 

   表１ 住宅に対する不満率 

     平成１０年 平成１５年 増 減 不満の多い要素（上位３位） 

本     県 ４５．７％ ４２．８％ －２．９ ・高齢者等への配慮（６７．９％） 

・住宅の防犯性（５８．０％） 

・冷暖房の費用負担などの省エネル 

ギー対応（５４．９％） 

 

 
持   家 ４２．７％ ４０．３％ －２．４ 

借   家 ５４．５％ ５１．８％ －２．７ 

全     国 ４７．５％ ４２．４％ －５．１ ・高齢者等への配慮（６６．３％） 

・住宅の防犯性（５３．８％） 

・冷暖房の費用負担などの省エネル 

ギー対応（５３．４％） 
 

 

持   家 ４２．９％ ３７．９％ －５．０ 

借   家 ５６．８％ ５２．０％ －４．８ 

全国との乖離 －１．８ ＋０．４   

   

    表２ 住環境に対する不満率 

        平成１０年 平成１５年 増 減 不満の多い要素（上位３位） 

本     県 ３７．１％ ３４．０％ －３．１ ・子供の遊び場・公園（５３．６％） 

・治安，犯罪の防止（５１．９％） 

・まわりの道路の歩行時の安全性 

（４７．７％） 

 

 
持   家 ３７．８％ ３３．６％ －４．２ 

借   家 ３５．３％ ３４．６％ －０．７ 

全     国 ３５．８％ ３１．６％ －４．２ ・治安，犯罪の防止（４５．９％） 

・まわりの道路の歩行時の安全性 

（４２．４％） 

・子供の遊び場・公園（３９．８％）  
 

 

持   家 ３５．２％ ３０．０％ －５．２ 

借   家 ３７．２％ ３４．９％ －２．３ 

全国との乖離 ＋１．３ ＋２．４   

 

（２）住居費負担とその評価 



   ○持家のうちローンがある世帯の割合は減少している。 

○持家・借家とも住居費の負担額は減少しているが、住居費負担に対して「生活必需品を切り 

つめるほど苦しい」と回答した世帯の割合はやや増加している。 
 

   表３ 持家のうちローンが有る世帯の割合，月返済額，負担に対する評価 

 

     
平成１０年 平成１５年 増 減 

「生活必需品を切りつめるほど

苦しい」と回答した割合 

本     県 
３５．４％ 

（９．１万） 

３１．５％ 

（８．７万） 

－３．９ 

（－０．４万） 

Ｈ１０年（９．９％） 

→Ｈ１５年（１１．８％） ＋１．９ 

全     国 
４０．３％ 

（９．８万） 

３４．９％ 

（９．６万） 

－５．４ 

（－０．２万） 

Ｈ１０年（１０．３％） 

→Ｈ１５年（１０．６％） ＋０．３ 

全国との乖離 
－４．９ 

（－０．７万） 

－３．４ 

（－０．９万） 

  

 

   表４ 借家の家賃及び共益費の負担額と負担に対する評価  

 

     
平成１０年 平成１５年 増 減 

「生活必需品を切りつめるほど苦

しい」と回答した割合 

本     県 ５．５万 ５．２万 －０．３万 
Ｈ１０年（８．２％） 

→Ｈ１５年（１０．１％） ＋１．９ 

全     国 ６．１万 ５．８万 －０．３万 
Ｈ１０年（１０．２％） 

→Ｈ１５年（１０．１％） －０．１ 

全国との乖離 －０．６万 －０．６万   

 

（３）最近の居住状況の変化 

   ○最近５年間に，住宅の新築，購入，建替え，増改築，賃貸住宅入居などの変化があった世

帯の割合は、わずかではあるが増加している。 

 

    表５ 最近５年間で居住状況に変化があった世帯の割合と変化の種類 

     平成１０年 平成１５年 増 減 変化の種類（上位３位） 

本     県 ２８．９％ ３０．６％ ＋１．７ 
・賃貸住宅・給与住宅へ移転 

・リフォームを行った 

・家を新築、分譲住宅購入 

全     国 ３１．５％ ３２．８％ ＋１．３ 
・賃貸住宅・給与住宅へ移転 

・リフォームを行った 

・家を新築、分譲住宅購入 

全国との乖離 －２．６  －２．２   

 

（４）住宅の住み替え・改善の意向  

   ○住み替え・改善の「意向がある」世帯の割合は、減少している。 

○リフォーム（増改築、模様替え、修繕など）を行う意向が全国平均より高い。  

 

    表６ 住替え・改善の「意向がある」世帯の割合とその内容 

     平成１０年 平成１５年 増 減 住み替え・改善の内容（上位３位） 

本     県 ２４．７％ ２２．２％ －２．５ 
・リフォームを行う 

・家を購入する 

・家を建替える 

全     国 ２２．０％ １９．９％ －２．１ 
・リフォームを行う 

・家を購入する 

・家を借りる 

全国との乖離 ＋２．７ ＋２．３   

 



 （５）住み替え・改善の意向の変化 

   ○「家を建て替える」、「家を新築する」割合が半減し、「リフォームを行う」」が大幅に増加して 

いる。 

 

    表７ 住み替え・改善内容の構成比の変化（本県） 

 
平成１０年 平成１５年 増 減 

（参 考） 

全国の増減 

リフォームを行う ２８．５％ ４２．０％ ＋１３．５ ＋９．２ 

家を購入する １４．１％ １７．１％ ＋ ３．０ ＋０．２ 

家を建て替える ２１．４％ １２．６％ － ８．８ －７．３ 

家を新築する ２３．４％ １２．０％ －１１．４ －５．２ 

家を借りる  ３．７％ １０．３％ ＋ ６．６ ＋４．７ 

その他  ８．９％  ６．０％ － ２．９ －１．６ 

 

 

（６）老後の住まい方 

   ○高齢世帯における子世帯との同居及び近居の割合は、大幅に減少している。また、高齢期

における子世帯と同居、近居を希望する割合は低下している。 

 

    表８ 高齢世帯における子世帯との現在の同居及び近居の割合  

     平成１０年 平成１５年 増 減 内    訳 

本     県 ３７．０％ ２２．３％ －１４．７ 
・同居（２１．１％→９．４％）  

・近居（１５．９％→１２．９％） 

全     国 ２９．８％ ２１．３％ － ８．５ 
・同居（１４．１％→８．５％） 

・近居（１５．７％→１２．８％） 

全国との乖離 ＋７．２  ＋１．０   

     （注）近 居：「同一敷地内に住む」と「歩いて１０分以内に住む」を合わせたもの                  

 

  表９ 高齢期における子世帯と同居及び近居を希望する割合  

     平成１０年 平成１５年 増 減 内    訳 

本     県 ４６．６％ ３９．７％ －６．９ 
・同居希望（２６．５％→２０．７％） 

・近居希望（２０．１％→１９．０％） 

全     国 ３５．２％ ３２．７％ －２．５ 
・同居希望（１７．９％→１４．９％） 

・近居希望（１７．３％→１７．８％） 

全国との乖離 ＋１１．４   ＋７．０   

 

  
 

 

 


